
地域日本語教育スタートアッププログラム 実施イメージ

実施団体については、令和６年３月に文化庁が決定します。
令和６年４月以降は、日本語教育に関する事務が文部科学省に移管されることに伴い、本事業も文部科学省が管理することとなる予定です。

・地域日本語教育の専門家であるアドバイザーの派遣
・日本語教室立ち上げ内容の相談対応や支援
・情報交換会やアドバイザー会議等の開催と実施
・謝金・旅費等の支払い
・日本語教室立ち上げ事例の調査や情報共有 等

【委託事業者の主な業務】

全国の空白地域

モデル事例展開・普及

委託事業者

業務委託

・日本語教室立ち上げ推進のための支援
・モデル地域の情報収集及び分析

モデル地域の決定

コーディネーター

計画・報告提出

アドバイザー

モデル事例を創出

委嘱 派遣・助言

実施団体

実施団体

…
【地域日本語教育スタートアッププログラム】
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